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研究要旨 

 2020 年に全面施行された改正健康増進法（以下、法）では、経過措置という形で多くの例外規定が設

けられ、複雑な施設分類と規定となっている。2025 年から厚生労働省の専門委員会で始まった法の見直

しのための議論でも、施設分類とその運用実態が議論となっている。そこで本研究では、法における施設

等の分類と規定の整理を行うことを目的とした。法およびその施行令と施行規則から、各施設等の分類、

定義、施設要件、技術的基準などの情報を抽出した。法では、第一種施設、第二種施設、喫煙目的施設（こ

れらを総称して特定施設）、および旅客運送事業自動車等の分類があった。それらの要件と偽実的基準は、

法、法附則、施行令、および施行規則で規定されていた。指定たばこ（加熱式たばこ）の経過措置につい

ては、法附則に規定があり、技術的基準は施行規則で定められていた。改正健康増進法の見直しにおいて

は、各規程の位置づけを念頭において、法の目的である「望まない受動喫煙を防ぐ」を実現するための議

論が必要である。 

 

A．研究目的 

2020 年に全面施行された改正健康増進法（以

下、法）では、経過措置という形で多くの例外規定

が設けられ、複雑な施設分類と規定となっている。

例えば客席面積100m2以下かつ資本金5000万円以

下の既存飲食店は店頭に掲示すれば喫煙可能とで

きる、加熱式たばこ専用喫煙室では飲食を伴って

加熱式たばこが使用できるなどである。2025年か

ら厚生労働省の受動喫煙防止専門委員会で始まっ

た法の見直しのための議論でも、施設分類の複雑

さとその運用実態が議論となっている。そこで本

研究では、法における施設等の分類と規定の整理

を行うことを目的とした。 

 

B．研究方法 

e-GOV （法令検索）の健康増進法ページ

(https://laws.e-gov.go.jp/law/414AC0000000103)

の法、施行令、および施行規則から、各施設等の

分類、定義、施設要件、技術的基準などの情報を

抽出した。 

 

C．研究結果 

 資料に整理した情報を示す。法では、第 28 条に

おいて第一種施設、第二種施設、喫煙目的施設（こ

れらを総称して特定施設）、および旅客運送事業自

動車等の分類を規定していた。旅客運送事業者等

については、道路運送法における旅客運送事業自

動車、航空機、鉄道等車両、および船舶が対象で

ある旨が規定されていた。 

法の課題として議論されることが多い「喫煙目

的施設」の要件については、施行令第 4 条におい

て、「専ら喫煙をする場所」、「対面によりたばこま

たは喫煙用具を販売し、屋内の場所において喫煙

をする場所を提供する目的」、「併せて設備を設け

て客に飲食をさせる営業（通常主食と認められる

食事を主として提供するものを除く）」と規定され

ていた。「喫煙目的施設」の技術的基準（気流 0.2m/

秒、壁・天井による区画、排気）については、施
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行規則第 18 条に規定されていた。この技術的基

準の内容は「喫煙専用室」（施行規則第 16 条）、

「喫煙可能室」（施行規則附則第 2 条）でも同じで

あった。 

いわゆる飲食店の例外規定（客席面積 100 m2 以

下かつ資本金 5000 万円以下の既存飲食店）につ

いては、法附則第 2 条に「既存特定飲食提供施設」

の定義として規定されていた。 

いわゆる加熱式たばこの例外規定は、法附則第

3 条で「指定たばこ」（当該たばこから発生した煙

（蒸気を含む。）が他人の健康を損なうおそれがあ

ることが明らかでないたばことして厚生労働大臣

が指定するもの）として規定されていた。 

 

D．考察 

 本研究では、法の経過措置として定められてい

る様々な施設等の分類と規定を整理した。本研究

班で昨年度まとめた法の現状と課題政策分析シー

トでは、「喫煙目的施設」の運用と要件および加熱

式たばこの扱いについて指摘した。「喫煙目的施設」

については施行令（政令）、加熱式たばこについて

は法附則で規定されており、これらを改めるため

にはそれぞれの改正が必要となる。いわゆる飲食

店の例外規定は法附則で規定されており、撤廃に

は法附則の改正あるいは削除が必要となる。 

昨年度まとめた法の現状と課題政策分析シート

では、引越・運送業など貨物運送事業で使用され

る車両・社用車等内の受動喫煙を防ぐ規定がない

ことを指摘した。これを改めるためには法 28 条

の規定の改正が必要となる。 

改正健康増進法の見直しにおいては、本研究で

整理した各規程の位置づけを念頭において、法の

目的である「望まない受動喫煙を防ぐ」を実現す

るための議論が必要である。 

 

E．結論 

 改正健康増進法における施設等の分類と規定を

整理した。 
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資料 改正健康増進法における施設等の分類と規定 

以下、健康増進法を「法」、健康増進法施行令（政令）を「施行令」、健康増進法施行規則（省令）を

「施行規則」と呼ぶ。 

 

１．施設等の分類と定義 

法では、以下の施設等が定義されている（法第 28 条）。 

① 第一種施設 

多数の者が利用する施設のうち、次に掲げるもの。 

イ 学校、病院、児童福祉施設その他の受動喫煙により健康を損なうおそれが高い者が主とし

て利用する施設として政令で定めるもの 

ロ 国及び地方公共団体の行政機関の庁舎（行政機関がその事務を処理するために使用する施

設に限る。） 

② 第二種施設 

多数の者が利用する施設のうち、第一種施設及び喫煙目的施設以外の施設。 

③ 喫煙目的施設 

多数の者が利用する施設のうち、その施設を利用する者に対して、喫煙をする場所を提供す

ることを主たる目的とする施設として政令で定める要件を満たすもの。 

④ 特定施設 

特定施設 第一種施設、第二種施設及び喫煙目的施設。 

⑤ 旅客運送事業自動車等 

道路運送法における旅客運送事業自動車、航空法における旅客運送事業航空機、鉄道事業法

における旅客運送事業鉄道等車両、海上運送法における旅客運送事業船舶。 

 

２．喫煙目的施設の要件（施行令第 4 条） 

施行令では、喫煙目的施設の要件が以下の通り定められている。 

一 施設の屋内の場所の全部の場所を専ら喫煙をする場所とするものであること。 

二 施設を利用する者に対して、たばこを販売する者によって、対面によりたばこを販売し、当該

施設の屋内の場所において喫煙をする場所を提供することを主たる目的とし、併せて設備を設

けて客に飲食をさせる営業（通常主食と認められる食事を主として提供するものを除く。）を

行うものであること。 

三 施設を利用する者に対して、たばこ又は専ら喫煙の用に供するための器具の販売（たばこの販

売にあっては、たばこを販売する者によって、対面により販売している場合に限る。）をし、

当該施設の屋内の場所において喫煙をする場所を提供することを主たる目的とするものである

こと（設備を設けて客に飲食をさせる営業を行うものを除く。）。 

 
  ２－１．喫煙目的室（法第 35 条） 

  法では、喫煙目的施設の管理権原者は、当該喫煙目的施設の屋内の場所の全部又は一部の場所で、施行

規則で定める技術的基準に適合した室を、喫煙をすることができる場所（＝飲食も可能な場所）として
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定めることができる、とされている。 

  
  ２－２．喫煙目的室の技術的基準（施行規則第 18 条） 

  施行規則では、喫煙目的室の基準が以下の通り定められている。 

一 出入口において、室外から室内に流入する空気の気流が、0.2 メートル毎秒以上であること。 

二 たばこの煙が室内から室外に流出しないよう、壁、天井等によって区画されていること。 

三 たばこの煙が屋外又は外部の場所に排気されていること。 

    なお、喫煙目的施設の全部あるいは階全部を喫煙目的室とする場合、壁、天井等によって区画

することその他喫煙をしてはならない階へのたばこの煙の流出を防止するための適切な措置が

講じられていること、とされている。 

 
２－３．喫煙目的室の帳簿の具備（法第 35 条第 6 項） 

法では、喫煙目的室を設置する施設の管理権原者は、帳簿を備え、施行規則第 18 条で定める事項を記 

載し、保存しなければならない、とされている。 

 
３．喫煙専用室の定義（法第 33 条） 

法では、第二種施設等（鉄道および船舶を含む）の管理権原者は、施行規則で定める技術的基準に適合

した室を、専ら喫煙をすることができる場所（喫煙専用室）として定めることができる。 

 

３－１．喫煙専用室の技術的基準（施行規則第 16 条） 

施行規則では、喫煙専用室の技術的基準が定められている。（２－２と同じ） 

 
【別に法律で定める日までの間の経過措置】 

４．既存特定飲食提供施設の定義（法附則 2018 年 7 月 25 日第 78 号 第 2 条第 2 項） 

法の附則において、既存特定飲食提供施設は、以下の通り定義されている。 

第二種施設のうち、飲食店、喫茶店その他設備を設けて客に飲食をさせる営業が行われる施設（次の各

号に掲げるいずれかの会社により営まれるもの又は当該施設の客席の部分の床面積が百平方メートルを

超えるものを除く。）をいう。 

一 大規模会社（資本金の額又は出資の総額が五千万円を超える会社をいう。次号において同

じ。） 

二 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社のうち、次に掲げるもの 

イ 一の大規模会社が発行済株式又は出資の総数又は総額の二分の一以上を有する会社 

ロ 大規模会社が発行済株式又は出資の総数又は総額の三分の二以上を有する会社（イに掲げ

るものを除く。） 

 

４－１．喫煙可能室（法附則 2018 年 7 月 25 日第 78 号 第 2 条第 1 項） 

既存特定飲食提供施設は、法第 29 条、第 33 条、第 34 条で規定する喫煙禁止場所の例外としての喫煙 

専用室（専ら喫煙をすることができる場所）に替えて、喫煙可能室（喫煙することができる場所＝飲食 
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も可能な場所）を設置することができる。 

 

４－２．喫煙可能室の帳簿の具備（法附則 2018 年 7 月 25 日第 78 号 第 2 条第 3 項） 

喫煙可能室設置施設の管理権原者は、既存特定飲食提供施設に該当することを証明する書類として施 

行規則で定めるものを備え、これを保存しなければならない。 

 

４－３．喫煙可能室の技術的基準、帳簿、届出（施行規則 2019 年 2 月 22 日第 17 号附則第 2 条） 

 ・喫煙可能室の技術的基準（第 1 項、第 2 項、２－２と同じ） 

 ・帳簿（第 4 項） 

  客席部分の床面積に係る資料、資本金の額又は出資の総額に係る資料 

・都道府県知事への届出（第 6 項） 

 

５．指定たばこ専用喫煙室に関する経過措置（法附則 2018 年 7 月 25 日第 78 号 第 3 条） 

法では、第二種施設等（鉄道および船舶を含む）の管理権原者は、「指定たばこ」（当該たばこから発生

した煙（蒸気を含む。）が他人の健康を損なうおそれがあることが明らかでないたばことして厚生労働

大臣が指定するもの）のみの喫煙をすることができる場所（指定たばこ専用喫煙室＝飲食も可能な場

所）を定めることができる、とされている。 

 

５－１．指定たばこ専用喫煙室の技術的基準（施行規則 2019 年 2 月 22 日第 17 号附則第 2 条第 3 条） 

施行規則では、指定たばこ専用喫煙室の技術的基準が定められている。（２－２と同じ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


